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	他方，当然ながら犯罪組織の側も，各国の法制度の間隙をつき，摘発をかいくぐるため，新しい犯罪形態を生み出すなど，犯罪組織と刑事司法との戦いは容易に終わりをみない。さらに近年では，犯罪組織とテロ組織との繋がりも指摘されており，組織犯罪に刑事司法が徹底して対処する必要性は高まるばかりである。
	犯罪組織にとって，国境や法制度の違いは，活動の障壁ではなく，むしろ摘発を免れるための手助けとなる。そうであるならば，各国の刑事司法実務家の側にも，旧来慣れ親しんだ捜査手法や制度運用の枠にとらわれることなく，他国の刑事司法実務家と協力し，各人がそれぞれの国において工夫を重ね，編み出した，効果的な刑事司法実務に関する知見を共有し，自国の制度に即して有効活用していくことが求められる。さらに，国境を越えて活動する犯罪組織と戦うためには，国際捜査・司法共助及び犯罪人引渡しといった国際協力が不可欠であるところ...
	そこで，本研修においては，犯罪組織の撲滅を目指し，具体的検討課題に関する講義や議論を通じて，組織の実態解明と，実態に即した司法判断の実現に有効な各国の現行制度・実務に関する参加者の知識・理解を深め，それぞれの国内における刑事司法実務の改善につなげるとともに，互いの制度・実務に関する基礎的な理解を通じ，参加者各国間での捜査共助を始めとする国際協力の円滑な遂行に役立てることを目的とする。

